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仙台市公告（調達）第３２号

次のとおり一般競争入札に付します。

   令和５年１１月２２日

                             仙台市長 郡  和子

                                             

１ 工事概要

（１）対象工事名

仙台市役所本庁舎整備第１期 建築工事

（２）入札方式等

特例政令適用一般競争入札（総合評価方式 簡易型Ⅱ型）

（３）予定価格（税抜）

２３，０９４，２６３，０００円

（４）調査基準価格（税抜）

契約締結後に公表

（５）特別重点調査適用基準額（税抜）

契約締結後に公表

（６）工事施工場所

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号

（７）工    期

契約締結の翌日から令和９年１１月３０日まで

（８）工 事 概 要

仙台市役所本庁舎建替（庁舎：鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造，鉄筋コンクリート造，地上１５階

地下２階，５９，８７４．７５平方ｍ，駐輪場（４棟）：鉄骨造，地上 1階，計１５４．７７平方ｍ，

その他附属施設，勾当台公園地下駐車場及び地下鉄勾当台公園駅との接続）に係る建築工事一式

（９）支 払 条 件

・令和６年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和７年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和８年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和９年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

発行所

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号
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（10）その他

①本工事は，低入札価格調査要綱（平成１５年１０月２１日市長決裁）の適用を受ける。

・調査基準価格は，予定価格における各項目について，次の方法で算出する。

直接工事費×９７％＋共通仮設費×９０％＋現場管理費相当額×９０％＋

一般管理費等×６８％（予定価格（税抜）の７５％～９２％の範囲内）

・特別重点調査適用基準額は，予定価格の工事費構成費目について，次の方法で算出する。

直接工事費×９０％，共通仮設費×９０％，現場管理費相当額×８５％，

一般管理費等×６３％

・調査基準価格を下回る価格の入札があった場合は，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれ

がないか低入札価格調査を行なった上で落札候補者を決定する。

・入札金額が調査基準価格を下回り，かつ入札金額のうち，工事費構成費目のいずれかが特別重点調査

適用基準額を下回った場合は，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないか特別重点調

査を行なった上で落札候補者を決定する。

・調査に必要な書類は，開札日の翌日から７日以内（土・日曜日及び祝日を含む。）に提出すること。

・調査基準価格を下回る入札価格での契約の場合には，契約保証金の増額（１０分の１以上⇒

１０分の３以上），前払い金の引き下げ（１０分の４．５以内⇒１０分の２以内）等の特約を付して

の契約となる。

②本工事は，契約後ＶＥ方式の実施工事であり，契約締結後に工事材料，施工方法等に関する標準的な内

容として設計図書に示された標準案と異なるＶＥ提案を受け付けるものである。

契約締結後，請負人は，設計図書に定める工事目的物の機能，性能等を低下させることなく請負金額を

低減することを可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について，仙台市長に提案することができ

る。提案が採用された場合は，設計図書を変更し，必要に応じ請負代金を減額するものとする。詳細は

特記仕様書による。

③本工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事である

ため，請負契約書に ① 解体工事に要する費用 ，② 再資源化等に要する費用，③ 分別解体等の方法

④ 再資源化等をする施設の名称及び所在地についてそれぞれ記入が必要となる。

２ 入札参加資格

入札に参加できる者は，開札日現在において次に掲げる要件をすべて満たす者４社により自主的に結成さ

れた特定建設工事共同企業体とする。

各構成員の出資比率は５５％から１５％とし，代表者の出資比率は各構成員中最大とする。なお，対象工

事について一の者が構成員として参加できる共同企業体の数は一とする。

（１）共同企業体の代表者

① 本工事に対応する工種について，仙台市契約規則（昭和３９年仙台市規則第４７号。以下「規則」

という。）第４条に規定する一般競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者について

は，同法に定める手続開始の決定後に，建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１

項に規定する経営事項審査による総合評定値を取得していること。

③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者について

は，同法に定める手続開始の決定後に，建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査によ

る総合評定値を取得していること。

④ 有資格業者に対する指名停止に関する要綱（昭和６０年１０月２９日市長決裁）第２条第 1項の規

定による指名の停止を受けていないこと。

⑤ 建設業法に規定する特定建設業者であること。

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の鉄骨・鉄筋コンクリート建築工事の

総合評定値が１，２００点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限
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る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物（免震構造に限る）の新築，

増築又は改築工事で，工事対象部分が地上９階建以上かつ延床面積が 30,000 ㎡以上※の建築工

事（主要用途が駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし

，基礎の施工を伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，出資比率が４０％以上のものに限る。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工管理経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物（免震構造に限る）の新築，

増築又は改築工事で，工事対象部分が地上５階建以上かつ延床面積が 15,000 ㎡以上※の建築工

事（主要用途が駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし

，基礎の施工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工管理経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，出資比率が４０％以上のものに限る。）

・１級建築施工管理技士又は一級建築士の資格を有し（外国建設業者にあっては，これと同等以上

の能力を有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。），建築工事業に対応した監理技術者資

格者証の交付を受け，監理技術者講習を修了している者であること。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工管理経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者または主任技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

（２）共同企業体の代表者以外の構成員１

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の鉄骨・鉄筋コンクリート建築工事の

総合評定値が１，０００点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上５階建以上かつ延床面積が 15,000 ㎡以上※の建築工事（主要用途が駐車

場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分と

し，基礎の施工を伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上３階建以上かつ延床面積が 7,000 ㎡以上※の建築工事（主要用途が駐車場

，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うも

のに限る。



- 4 -

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級建築施工管理技士又は一級建築士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等

以上の能力を有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

（３）共同企業体の代表者以外の構成員２

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の鉄骨・鉄筋コンクリート建築工事の

総合評定値が９５０点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上３階建以上かつ延床面積が 7,000 ㎡以上※の建築工事（主要用途が駐車場

，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うも

のに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上２階建以上かつ延床面積が 3,000 ㎡以上※の建築工事（主要用途が駐車場

，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うも

のに限る。

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級建築施工管理技士又は一級建築士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等

以上の能力を有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。
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（４）共同企業体の代表者以外の構成員３

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の鉄骨・鉄筋コンクリート建築工事の

総合評定値が８５０点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上２階建以上かつ延床面積が 3,500 ㎡以上※の建築工事（主要用途が駐車場

，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うも

のに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分の延床面積が 1,500 ㎡以上※の建築工事（主要用途が駐車場，倉庫等のもの並び

に改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級建築施工管理技士又は一級建築士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等

以上の能力を有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

３ 入札手続等

（１） 担当部局，問い合わせ先及び契約条項を示す場所

〒９８０－８６７１（専用郵便番号）

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号

仙台市財政局財政部契約課工事契約係

電話 ０２２－２１４－８１２５

（２） 入札説明書の配布期間及び方法

令和５年１１月２２日（水）から

仙台市財政局契約課ホームページ

（https://www.city.sendai.jp/kojikeyaku/jigyosha/keyaku/kekka/r05kouji/r05112201.html）にお

いて配布する。

（３） 入札説明書等の閲覧期間並びに場所



- 6 -

令和５年１１月２２日(水)から令和６年１月１９日(金)まで

仙台市役所北庁舎Ｃ棟２階 契約課分室

（４） 入札説明書等についての質問書の提出期限及び場所

令和６年１月５日(金)午後５時までに必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること（電子媒体でも提出するこ

と。）。

（５） 一般競争入札参加申請書の提出期限，場所及び方法

令和５年１２月１３日(水)まで必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること。

（６） 入札書及び添付書類の提出期限，場所及び方法

令和６年１月２２日(月)午後５時までに必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること。

（７） 開札の日時及び場所

令和６年１月２３日(火) 午後２時００分

上記３（１）の場所に同じ 契約課入札室

４ その他

（１） この調達は，ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるものである。

（２） 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

（３） 入札保証金

免除

（４） 契約保証金

契約保証金の額は，契約金額の１０分の１以上とする。

（５） 入札公告等の要件に該当しなくなった場合の取扱い

開札後落札決定までの間に次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったときは，当該入札を無

効とする。

① 本工事に係る入札参加資格を満たさないこととなったとき

② 一般競争入札参加申請書またはその他の提出書類に虚偽の事項を記載したことが明らかとなったとき

③ 仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１０月３１日市長決裁）別表に掲げる措置要件に該当

したとき

（６） 無効の入札

次のいずれかに該当する入札は，無効とする。

① 入札参加有資格者以外の者のした入札

② 一の入札について同一の者がした二以上の入札

③ 入札者の会社名，入札者氏名のないまたは判然としない入札

④ 金額その他重要事項の記載が不明確な入札

⑤ 入札金額を訂正している入札

⑥ 所定の日時まで到達しなかった入札

⑦ 配達証明付き書留郵便以外の方法による入札

⑧ 入札金額に対応した積算内訳書が同封されていない入札

⑨ 積算内訳書に対応した工事費構成費目内訳書が同封されていない入札

⑩ 入札金額に対応した評価値申告書が同封されていない入札

⑪ 簡易な施工計画書を提出しない者がした入札

⑫ 本市の指定する場所において設計図書等を複写していない者のした入札

⑬ 明らかに不正によると認められる入札

⑭ 入札が真正なものであることが確認できない入札
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⑮ その他入札に関する条件に違反した入札

（７） 落札者の決定

  落札者は，下記により決定する。

① 次に掲げる要件をすべて満たす者のうち，下記②「総合評価の方法」によって得られた数値（以下

「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とする。

ア 入札金額が予定価格の制限の範囲内にあること。

イ 入札に係る性能等が，入札公告，入札説明書及び総合評価に関する説明書において明らかにした技

術要件のうち，必須とされた項目の最低限の技術的要件を全て満たしていること。

ウ 低入札価格調査要綱第６条に規定する低入札価格調査及び第６条の２に規定する特別重点調査にお

いて，契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認められること。

② 総合評価の方法

ア 入札公告，入札説明書及び総合評価に関する説明書に記載された内容を全て満たす場合に限り標準

点として 100 点を付与する。また，下記の評価項目について，入札者の評価値申告書及び簡易な施工

計画書（以下「技術提案等」という。）に基づく評価点を加算点として付与する。本工事の加算点の

最高得点は 30点とする。評価基準は，総合評価に関する説明書による。

なお，技術提案等に関して，必要に応じて入札者からヒアリングを行う。

評価視点 評価項目
加算点

配点

簡易な

施工計画
施工上特に配慮が必要とされる条件や課題に関する技術的所見 20

企業の

施工能力
ａ 過去 10 ヶ年度及び現年度における同種工事の施工実績

10配置予定技術

者の能力
ｂ 過去 10 ヶ年度及び現年度における同種工事の施工実績

品質管理等 ｃ 品質管理システム等の認証取得状況

      加 算 点 合 計 30

イ 評価値は，上記アにより得られた標準点と加算点の合計を，当該入札者の入札金額で除して得られ

た数値とする。

          技術評価点（標準点＋加算点）
    評価値＝
              入札金額

③ 評価値の最も高い者が２者以上あるときは，当該入札者にくじを引かせて落札候補者を定めるものと

する。この場合において，当該入札者のうち出席しない者またはくじを引かない者があるときは，当該

入札執行事務に関係のない本市職員にこれに代わってくじを引かせ落札候補者を決定する。

④ 落札候補者の入札参加資格及び技術提案等の審査手続き

  落札候補者は，下記の書類を持参または配達証明付き書留郵便により提出しなければならない。

・入札参加資格確認資料等

   ・総合評価に関する説明書で規定する技術資料等

⑤ 上記の提出書類（以下「資格審査書類等」という。）の提出先は，上記３(1)の場所に同じ。

提出期限は，落札候補者決定通知書を受け取った日から２日以内（土・日曜日及び祝日を除

く。）とする。

⑥ 落札者は，落札候補者の提出した資格審査書類等を審査し，決定する。
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⑦ 審査の結果，当該落札候補者に入札参加資格がないときは無効とし，次順位の評価値の者を落札候補

者として，同様の審査を行い落札者を決定する。

⑧ 落札候補者が資格審査書類等を提出期限内に提出しないとき，または資格審査書類等の審査のための

指示に応じないときは，当該落札候補者のした入札は，入札参加資格のない者のした入札とみなし無効

とする。

⑨ 到達した資格審査書類等は，本市において修正等を求めた場合以外は，差し替えることができ

ない。

⑩ 総合評価の審査結果及び落札決定の通知

    総合評価の審査結果及び落札決定については，次により通知する。

   ア 落札者については，落札決定後速やかに落札決定通知書により郵便で通知する。

   イ 落札者以外の入札参加者については，落札決定後速やかに総合評価結果通知書により郵便で通知す

る。

⑪ 落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があったときは，速やかに落

札者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金額並びに当該請求者が落札者とされなかった理由

（当該請求を行った入札書の入札が無効とされた場合においては，無効とされた理

由）を当該請求を行った入札者に書面により通知するものとする。

⑫ 落札者が，規則第１４条で定める期日まで，契約書の取り交わしをしないときは，落札の決定を取り

消す。

（８） 契約書作成の要否

     要

（９） 一般競争入札参加資格者名簿に登載されていない者の参加

上記２に掲げる一般競争入札参加資格者名簿に登載されていない者が競争に参加するためには開札の

時までに当該一般競争入札参加資格者名簿に登載され，かつ，本工事の競争入札参加資格の認定を受け

なければならない。

（10） 本工事に関連する他の工事の請負契約を，本工事の請負契約の相手方と随意契約により締結す

る予定の有無

    無

（11） 詳細は入札説明書による。

５ Ｓｕｍｍａｒｙ

（１）Ｓｕｂｊｅｃｔ ｍａｔｔｅｒ ｏｆ ｔｈｅ ｃｏｎｔｒａｃｔ：

Ｓｅｎｄａｉ Ｃｉｔｙ Ｈａｌｌ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ｐｈａｓｅ １， Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ

（２）Ｔｈｅ ｃｌｏｓｉｎｇ ｄａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎ

ｏｆ ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ ｆｏｒｍｓ ａｎｄ ａｔｔａｃｈｅｄ

ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ ｆｏｒ ｔｈｅ ｑｕａｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ

ｃｏｎｆｉｒｍａｔｉｏｎ（ｏｎｌｙ ｂｙ ｐｏｓｔ）１３．Ｄｅｃｅｍｂｅｒ，２０２３

（３）Ｔｈｅ ｄａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ

ｔｅｎｄｅｒｓ（ｏｎｌｙ ｂｙ ｐｏｓｔ）：２２．Ｊａｎｕａｒｙ，２０２４

（４）Ｔｈｅ ｄａｔｅ ｏｆ ｂｉｄ ｏｐｅｎｉｎｇ：

２：００ ＰＭ，２３．Ｊａｎｕａｒｙ，２０２４

（５）Ａ ｃｏｎｔａｃｔ ｐｏｉｎｔ ｗｈｅｒｅ ｔｅｎｄｅｒ ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ

ａｒｅ ａｖａｉｌａｂｌｅ：

Ｃｏｎｔｒａｃｔ Ｓｅｃｔｉｏｎ，Ｆｉｎａｎｃｅ Ｂｕｒｅａｕ，

Ｓｅｎｄａｉ Ｃｉｔｙ Ｈａｌｌ， ３－７－１,Ｋｏｋｕｂｕｎｃｈｏ，

Ａｏｂａ－ｋｕ Ｓｅｎｄａｉ ９８０－８６７１ Ｊａｐａｎ

Ｔｅｌ：０２２－２１４－８１２５



- 9 -

仙台市公告（調達）第３３号

次のとおり一般競争入札に付します。

   令和５年１１月２２日

                             仙台市長 郡  和子

１ 工事概要

（１）対象工事名

仙台市役所本庁舎整備第１期 電気設備（強電）工事

（２）入札方式等

特例政令適用一般競争入札（総合評価方式 簡易型Ⅱ型）

（３）予定価格（税抜）

３，５２３，０００，０００円

（４）調査基準価格（税抜）

契約締結後に公表

（５）特別重点調査適用基準額（税抜）

契約締結後に公表

（６）工事施工場所

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号

（７）工    期

契約締結の翌日から令和９年１１月３０日まで

（８）工 事 概 要

仙台市役所本庁舎建替（庁舎：鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造，鉄筋コンクリート造，地上１５階

地下２階，５９，８７４．７５平方ｍ，駐輪場（４棟）：鉄骨造，地上 1階，計１５４．７７平方ｍ，

その他附属施設，勾当台公園地下駐車場及び地下鉄勾当台公園駅との接続）に係る電気設備（強電）工

事一式

（９）支 払 条 件

・令和６年度  前金払，中間前金払及び部分払なし

・令和７年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和８年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和９年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

（10）その他

①本工事は，低入札価格調査要綱（平成１５年１０月２１日市長決裁）の適用を受ける。

・調査基準価格は，予定価格における各項目について，次の方法で算出する。

直接工事費×９７％＋共通仮設費×９０％＋現場管理費相当額×９０％＋

一般管理費等×６８％（予定価格（税抜）の７５％～９２％の範囲内）

・特別重点調査適用基準額は，予定価格の工事費構成費目について，次の方法で算出する。

直接工事費×９０％，共通仮設費×９０％，現場管理費相当額×８５％，

一般管理費等×６３％

・調査基準価格を下回る価格の入札があった場合は，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれ

がないか低入札価格調査を行なった上で落札候補者を決定する。

・入札金額が調査基準価格を下回り，かつ入札金額のうち，工事費構成費目のいずれかが特別重点調査
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適用基準額を下回った場合は，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないか特別重点調

査を行なった上で落札候補者を決定する。

・調査に必要な書類は，開札日の翌日から７日以内（土・日曜日及び祝日を含む。）に提出する

こと。

・調査基準価格を下回る入札価格での契約の場合には，契約保証金の増額（１０分の１以上⇒

１０分の３以上），前払い金の引き下げ（１０分の４．５以内⇒１０分の２以内）等の特約を付して

の契約となる。

②本工事は，契約後ＶＥ方式の実施工事であり，契約締結後に工事材料，施工方法等に関する標準的な内

容として設計図書に示された標準案と異なるＶＥ提案を受け付けるものである。

契約締結後，請負人は，設計図書に定める工事目的物の機能，性能等を低下させることなく請負金額を

低減することを可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について，仙台市長に提案することができ

る。提案が採用された場合は，設計図書を変更し，必要に応じ請負代金を減額するものとする。詳細は

特記仕様書による。

③本工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事である

ため，請負契約書に ① 解体工事に要する費用 ，② 再資源化等に要する費用，③ 分別解体等の方法

④ 再資源化等をする施設の名称及び所在地についてそれぞれ記入が必要となる。

２ 入札参加資格

入札に参加できる者は，開札日現在において次に掲げる要件をすべて満たす者３社により自主的に結成さ

れた特定建設工事共同企業体とする。

各構成員の出資比率は６０％から２０％とし，代表者の出資比率は各構成員中最大とする。なお，対象工

事について一の者が構成員として参加できる共同企業体の数は一とする。

（１）共同企業体の代表者

① 本工事に対応する工種について，仙台市契約規則（昭和３９年仙台市規則第４７号。以下「規則」

という。）第４条に規定する一般競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者について

は，同法に定める手続開始の決定後に，建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１

項に規定する経営事項審査による総合評定値を取得していること。

③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者について

は，同法に定める手続開始の決定後に，建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査によ

る総合評定値を取得していること。

④ 有資格業者に対する指名停止に関する要綱（昭和６０年１０月２９日市長決裁）第２条第 1項の規

定による指名の停止を受けていないこと。

⑤ 建設業法に規定する特定建設業者であること。

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の電気設備工事の総合評定値が１，１

００点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上６階建以上かつ延床面積が 20,000 ㎡以上※の電気設備工事（主要用途が

駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を

伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，出資比率が４０％以上のものに限る。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工管理経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上３階建以上かつ延床面積が 10,000 ㎡以上※の電気設備工事（主要用途が
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駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を

伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工管理経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，出資比率が４０％以上のものに限る。）

・１級電気工事施工管理技士の資格を有し（外国建設業者にあっては，これと同等以上の能力を有

する者と国土交通大臣が認定した者を含む。），電気工事業に対応した監理技術者資格者証の交

付を受け，監理技術者講習を修了している者であること。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工管理経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者または主任技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

（２）共同企業体の代表者以外の構成員１

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の電気設備工事の総合評定値が９００

点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上２階建以上かつ延床面積が 5,000 ㎡以上※の電気設備工事（主要用途が駐

車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴

うものに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事

で，工事対象部分の延床面積が 2,500 ㎡以上※の電気設備工事（主要用途が駐車場，倉庫等の

もの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級電気工事施工管理技士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等以上の能力

を有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。
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・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

（３）共同企業体の代表者以外の構成員２

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の電気設備工事の総合評定値が７５０

点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分の延床面積が 2,500 ㎡以上※の電気設備工事（主要用途が駐車場，倉庫等のもの

並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分の延床面積が 1,000 ㎡以上※の電気設備工事（主要用途が駐車場，倉庫等のもの

並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級電気工事施工管理技士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等以上の能力

を有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

３ 入札手続等

（１） 担当部局，問い合わせ先及び契約条項を示す場所

〒９８０－８６７１（専用郵便番号）

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号

仙台市財政局財政部契約課工事契約係

電話 ０２２－２１４－８１２５

（２） 入札説明書の配布期間及び方法

令和５年１１月２２日（水）から

仙台市財政局契約課ホームページ

（https://www.city.sendai.jp/kojikeyaku/jigyosha/keyaku/kekka/r05kouji/r05112202.html）にお

いて配布する。

（３） 入札説明書等の閲覧期間並びに場所
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令和５年１１月２２日(水)から令和６年１月１９日(金)まで

仙台市役所北庁舎Ｃ棟２階 契約課分室

（４） 入札説明書等についての質問書の提出期限及び場所

令和６年１月５日(金)午後５時までに必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること（電子媒体でも提出するこ

と。）。

（５） 一般競争入札参加申請書の提出期限，場所及び方法

令和５年１２月１３日(水)まで必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること。

（６） 入札書及び添付書類の提出期限，場所及び方法

令和６年１月２２日(月)午後５時までに必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること。

（７） 開札の日時及び場所

令和６年１月２３日(火) 午前１０時００分

上記３（１）の場所に同じ 契約課入札室

４ その他

（１） この調達は，ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるものである。

（２） 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

（３） 入札保証金

免除

（４） 契約保証金

契約保証金の額は，契約金額の１０分の１以上とする。

（５） 入札公告等の要件に該当しなくなった場合の取扱い

開札後落札決定までの間に次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったときは，当該入札を無

効とする。

① 本工事に係る入札参加資格を満たさないこととなったとき

② 一般競争入札参加申請書またはその他の提出書類に虚偽の事項を記載したことが明らかとなったとき

③ 仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１０月３１日市長決裁）別表に掲げる措置要件に該当

したとき

（６） 無効の入札

次のいずれかに該当する入札は，無効とする。

① 入札参加有資格者以外の者のした入札

② 一の入札について同一の者がした二以上の入札

③ 入札者の会社名，入札者氏名のないまたは判然としない入札

④ 金額その他重要事項の記載が不明確な入札

⑤ 入札金額を訂正している入札

⑥ 所定の日時まで到達しなかった入札

⑦ 配達証明付き書留郵便以外の方法による入札

⑧ 入札金額に対応した積算内訳書が同封されていない入札

⑨ 積算内訳書に対応した工事費構成費目内訳書が同封されていない入札

⑩ 入札金額に対応した評価値申告書が同封されていない入札

⑪ 簡易な施工計画書を提出しない者がした入札

⑫ 本市の指定する場所において設計図書等を複写していない者のした入札

⑬ 明らかに不正によると認められる入札

⑭ 入札が真正なものであることが確認できない入札
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⑮ その他入札に関する条件に違反した入札

（７） 落札者の決定

  落札者は，下記により決定する。

① 次に掲げる要件をすべて満たす者のうち，下記②「総合評価の方法」によって得られた数値（以下

「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とする。

ア 入札金額が予定価格の制限の範囲内にあること。

イ 入札に係る性能等が，入札公告，入札説明書及び総合評価に関する説明書において明らかにした技

術要件のうち，必須とされた項目の最低限の技術的要件を全て満たしていること。

ウ 低入札価格調査要綱第６条に規定する低入札価格調査及び第６条の２に規定する特別重点調査にお

いて，契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認められること。

② 総合評価の方法

ア 入札公告，入札説明書及び総合評価に関する説明書に記載された内容を全て満たす場合に限り標準

点として 100 点を付与する。また，下記の評価項目について，入札者の評価値申告書及び簡易な施工

計画書（以下「技術提案等」という。）に基づく評価点を加算点として付与する。本工事の加算点の

最高得点は 30点とする。評価基準は，総合評価に関する説明書による。

なお，技術提案等に関して，必要に応じて入札者からヒアリングを行う。

評価視点 評価項目
加算点

配点

簡易な

施工計画
施工上特に配慮が必要とされる条件や課題に関する技術的所見 20

企業の

施工能力
ａ 過去 10 ヶ年度及び現年度における同種工事の施工実績

10配置予定技術

者の能力
ｂ 過去 10 ヶ年度及び現年度における同種工事の施工実績

品質管理等 ｃ 品質管理システム等の認証取得状況

      加 算 点 合 計 30

イ 評価値は，上記アにより得られた標準点と加算点の合計を，当該入札者の入札金額で除して得られ

た数値とする。

          技術評価点（標準点＋加算点）
    評価値＝
              入札金額

③ 評価値の最も高い者が２者以上あるときは，当該入札者にくじを引かせて落札候補者を定めるものと

する。この場合において，当該入札者のうち出席しない者またはくじを引かない者があるときは，当該

入札執行事務に関係のない本市職員にこれに代わってくじを引かせ落札候補者を決定する。

④ 落札候補者の入札参加資格及び技術提案等の審査手続き

  落札候補者は，下記の書類を持参または配達証明付き書留郵便により提出しなければならない。

・入札参加資格確認資料等

   ・総合評価に関する説明書で規定する技術資料等

⑤ 上記の提出書類（以下「資格審査書類等」という。）の提出先は，上記３(1)の場所に同じ。

提出期限は，落札候補者決定通知書を受け取った日から２日以内（土・日曜日及び祝日を除

く。）とする。
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⑥ 落札者は，落札候補者の提出した資格審査書類等を審査し，決定する。

⑦ 審査の結果，当該落札候補者に入札参加資格がないときは無効とし，次順位の評価値の者を落札候補

者として，同様の審査を行い落札者を決定する。

⑧ 落札候補者が資格審査書類等を提出期限内に提出しないとき，または資格審査書類等の審査のための

指示に応じないときは，当該落札候補者のした入札は，入札参加資格のない者のした入札とみなし無効

とする。

⑨ 到達した資格審査書類等は，本市において修正等を求めた場合以外は，差し替えることができ

ない。

⑩ 総合評価の審査結果及び落札決定の通知

    総合評価の審査結果及び落札決定については，次により通知する。

   ア 落札者については，落札決定後速やかに落札決定通知書により郵便で通知する。

   イ 落札者以外の入札参加者については，落札決定後速やかに総合評価結果通知書により郵便で通知す

る。

⑪ 落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があったときは，速やかに落

札者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金額並びに当該請求者が落札者とされなかった理由

（当該請求を行った入札書の入札が無効とされた場合においては，無効とされた理

由）を当該請求を行った入札者に書面により通知するものとする。

⑫ 落札者が，規則第１４条で定める期日まで，契約書の取り交わしをしないときは，落札の決定を取り

消す。

（８） 契約書作成の要否

     要

（９） 一般競争入札参加資格者名簿に登載されていない者の参加

上記２に掲げる一般競争入札参加資格者名簿に登載されていない者が競争に参加するためには開札の

時までに当該一般競争入札参加資格者名簿に登載され，かつ，本工事の競争入札参加資格の認定を受け

なければならない。

（10） 本工事に関連する他の工事の請負契約を，本工事の請負契約の相手方と随意契約により締結す

る予定の有無

    無

（11） 詳細は入札説明書による。

５ Ｓｕｍｍａｒｙ

（１）Ｓｕｂｊｅｃｔ ｍａｔｔｅｒ ｏｆ ｔｈｅ ｃｏｎｔｒａｃｔ：

Ｓｅｎｄａｉ Ｃｉｔｙ Ｈａｌｌ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ｐｈａｓｅ １， Ｅｌｅｃｔｒｉｃｉｔｙ Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ （Ｐｏｗｅｒ

Ｅｌｅｃｔｒｉｃｓ） Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ

（２）Ｔｈｅ ｃｌｏｓｉｎｇ ｄａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎ

ｏｆ ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ ｆｏｒｍｓ ａｎｄ ａｔｔａｃｈｅｄ

ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ ｆｏｒ ｔｈｅ ｑｕａｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ

ｃｏｎｆｉｒｍａｔｉｏｎ（ｏｎｌｙ ｂｙ ｐｏｓｔ）１３．Ｄｅｃｅｍｂｅｒ，２０２３

（３）Ｔｈｅ ｄａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ

ｔｅｎｄｅｒｓ（ｏｎｌｙ ｂｙ ｐｏｓｔ）：２２．Ｊａｎｕａｒｙ，２０２４

（４）Ｔｈｅ ｄａｔｅ ｏｆ ｂｉｄ ｏｐｅｎｉｎｇ：

１０：００ ＡＭ，２３．Ｊａｎｕａｒｙ，２０２４

（５）Ａ ｃｏｎｔａｃｔ ｐｏｉｎｔ ｗｈｅｒｅ ｔｅｎｄｅｒ ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ

ａｒｅ ａｖａｉｌａｂｌｅ：

Ｃｏｎｔｒａｃｔ Ｓｅｃｔｉｏｎ，Ｆｉｎａｎｃｅ Ｂｕｒｅａｕ，

Ｓｅｎｄａｉ Ｃｉｔｙ Ｈａｌｌ， ３－７－１,Ｋｏｋｕｂｕｎｃｈｏ，
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Ａｏｂａ－ｋｕ Ｓｅｎｄａｉ ９８０－８６７１ Ｊａｐａｎ

Ｔｅｌ：０２２－２１４－８１２５

仙台市公告（調達）第３４号

次のとおり一般競争入札に付します。

   令和５年１１月２２日

                             仙台市長 郡  和子

１ 工事概要

（１）対象工事名

仙台市役所本庁舎整備第１期 空気調和設備工事

（２）入札方式等

特例政令適用一般競争入札（総合評価方式 簡易型Ⅱ型）

（３）予定価格（税抜）

３，４７３，０００，０００円

（４）調査基準価格（税抜）

契約締結後に公表

（５）特別重点調査適用基準額（税抜）

契約締結後に公表

（６）工事施工場所

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号

（７）工    期

契約締結の翌日から令和９年１１月３０日まで

（８）工 事 概 要

仙台市役所本庁舎建替（庁舎：鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造，鉄筋コンクリート造，地上１５階

地下２階，５９，８７４．７５平方ｍ，駐輪場（４棟）：鉄骨造，地上 1階，計１５４．７７平方ｍ，

その他附属施設，勾当台公園地下駐車場及び地下鉄勾当台公園駅との接続）に係る空気調和設備工事一

式

（９）支 払 条 件

・令和６年度  前金払，中間前金払及び部分払なし

・令和７年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和８年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

・令和９年度  前金払，中間前金払及び部分払あり

（10）その他

①本工事は，低入札価格調査要綱（平成１５年１０月２１日市長決裁）の適用を受ける。

・調査基準価格は，予定価格における各項目について，次の方法で算出する。

直接工事費×９７％＋共通仮設費×９０％＋現場管理費相当額×９０％＋

一般管理費等×６８％（予定価格（税抜）の７５％～９２％の範囲内）

・特別重点調査適用基準額は，予定価格の工事費構成費目について，次の方法で算出する。

直接工事費×９０％，共通仮設費×９０％，現場管理費相当額×８５％，

一般管理費等×６３％

・調査基準価格を下回る価格の入札があった場合は，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれ
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がないか低入札価格調査を行なった上で落札候補者を決定する。

・入札金額が調査基準価格を下回り，かつ入札金額のうち，工事費構成費目のいずれかが特別重点調査

適用基準額を下回った場合は，当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないか特別重点調

査を行なった上で落札候補者を決定する。

・調査に必要な書類は，開札日の翌日から７日以内（土・日曜日及び祝日を含む。）に提出する

こと。

・調査基準価格を下回る入札価格での契約の場合には，契約保証金の増額（１０分の１以上⇒

１０分の３以上），前払い金の引き下げ（１０分の４．５以内⇒１０分の２以内）等の特約を付して

の契約となる。

②本工事は，契約後ＶＥ方式の実施工事であり，契約締結後に工事材料，施工方法等に関する標準的な内

容として設計図書に示された標準案と異なるＶＥ提案を受け付けるものである。

契約締結後，請負人は，設計図書に定める工事目的物の機能，性能等を低下させることなく請負金額を

低減することを可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について，仙台市長に提案することができ

る。提案が採用された場合は，設計図書を変更し，必要に応じ請負代金を減額するものとする。詳細は

特記仕様書による。

③本工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事である

ため，請負契約書に ① 解体工事に要する費用 ，② 再資源化等に要する費用，③ 分別解体等の方法

④ 再資源化等をする施設の名称及び所在地についてそれぞれ記入が必要となる。

２ 入札参加資格

入札に参加できる者は，開札日現在において次に掲げる要件をすべて満たす者３社により自主的に結成さ

れた特定建設工事共同企業体とする。

各構成員の出資比率は６０％から２０％とし，代表者の出資比率は各構成員中最大とする。なお，対象工

事について一の者が構成員として参加できる共同企業体の数は一とする。

（１）共同企業体の代表者

① 本工事に対応する工種について，仙台市契約規則（昭和３９年仙台市規則第４７号。以下「規則」

という。）第４条に規定する一般競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者について

は，同法に定める手続開始の決定後に，建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１

項に規定する経営事項審査による総合評定値を取得していること。

③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者について

は，同法に定める手続開始の決定後に，建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査によ

る総合評定値を取得していること。

④ 有資格業者に対する指名停止に関する要綱（昭和６０年１０月２９日市長決裁）第２条第 1項の規

定による指名の停止を受けていないこと。

⑤ 建設業法に規定する特定建設業者であること。

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の給排水衛生冷暖房工事の総合評定値

が１，１００点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上６階建以上かつ延床面積が 20,000 ㎡以上※の空気調和設備工事（主要用

途が駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施

工を伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，出資比率が４０％以上のものに限る。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工管理経験があること。
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鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上３階建以上かつ延床面積が 10,000 ㎡以上※の空気調和設備工事（主要用

途が駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施

工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工管理経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，出資比率が４０％以上のものに限る。）

・１級管工事施工管理技士の資格を有し（外国建設業者にあっては，これと同等以上の能力を有す

る者と国土交通大臣が認定した者を含む。），管工事業に対応した監理技術者資格者証の交付を

受け，監理技術者講習を修了している者であること。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工管理経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者または主任技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

（２）共同企業体の代表者以外の構成員１

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の給排水衛生冷暖房工事の総合評定値

が９００点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分が地上２階建以上かつ延床面積が 5,000 ㎡以上※の空気調和設備工事（主要用途

が駐車場，倉庫等のもの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工

を伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分の延床面積が 2,500 ㎡以上※の空気調和設備工事（主要用途が駐車場，倉庫等の

もの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級管工事施工管理技士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等以上の能力を

有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には
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，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

（３）共同企業体の代表者以外の構成員２

① ２（１）①に同じ

② ２（１）②に同じ

③ ２（１）③に同じ

④ ２（１）④に同じ

⑤ ２（１）⑤に同じ

⑥ 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果の給排水衛生冷暖房工事の総合評定値

が７５０点以上であること。

⑦ 次の工事について，元請負としての施工実績があること（平成２０年以降に完成したものに限

る。）。

・鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分の延床面積が 2,500 ㎡以上※の空気調和設備工事（主要用途が駐車場，倉庫等の

もの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

⑧ 次の要件を満たす技術者を建設業法の定めるところにより配置できること。

・下記の施工実績を満たす工事の施工経験があること。

鉄骨造，鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造の建築物の新築，増築又は改築工事で

，工事対象部分の延床面積が 1,000 ㎡以上※の空気調和設備工事（主要用途が駐車場，倉庫等の

もの並びに改修工事を除く）※増築は新たに増加した部分とし，基礎の施工を伴うものに限る。

（完成年度は問わないが，施工経験を証明できる場合に限る。）

（共同企業体の場合は，代表者以外の構成員としての施工実績も可とする。）

・１級管工事施工管理技士の資格を有する者（外国建設業者にあっては，これと同等以上の能力を

有する者と国土交通大臣が認定した者を含む。）。

・当該入札者と３ヶ月以上直接雇用関係にある者。

・開札日現在において他の工事の配置技術者である場合は，本工事の配置技術者が当該他の工事の

配置技術者と兼務できる場合を除き，仮契約日の前日までに当該他の工事が完了できる者である

こと。

ただし，現場説明書・特記仕様書等に着手指定日が明示されており，指定条件を満たす場合には

，着手指定日において当該他の工事の配置技術者として配置されていなければ可とする。

注）施工経験とは，以下のいずれかをいう。

・監理技術者，主任技術者または担当技術者としての施工経験があること。

・監理技術者または主任技術者としての資格を有し，現場代理人としての施工経験があること。

３ 入札手続等

（１） 担当部局，問い合わせ先及び契約条項を示す場所

〒９８０－８６７１（専用郵便番号）

仙台市青葉区国分町三丁目７番１号

仙台市財政局財政部契約課工事契約係

電話 ０２２－２１４－８１２５

（２） 入札説明書の配布期間及び方法

令和５年１１月２２日（水）から

仙台市財政局契約課ホームページ

（https://www.city.sendai.jp/kojikeyaku/jigyosha/keyaku/kekka/r05kouji/r05112203.html）にお
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いて配布する。

（３） 入札説明書等の閲覧期間並びに場所

令和５年１１月２２日(水)から令和６年１月１９日(金)まで

仙台市役所北庁舎Ｃ棟２階 契約課分室

（４） 入札説明書等についての質問書の提出期限及び場所

令和６年１月５日(金)午後５時までに必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること（電子媒体でも提出するこ

と。）。

（５） 一般競争入札参加申請書の提出期限，場所及び方法

令和５年１２月１３日(水)まで必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること。

（６） 入札書及び添付書類の提出期限，場所及び方法

令和６年１月２２日(月)午後５時までに必着

上記３（１）の場所に同じ 郵送（配達証明付き書留郵便）すること。

（７） 開札の日時及び場所

令和６年１月２３日(火) 午前１１時００分

上記３（１）の場所に同じ 契約課入札室

４ その他

（１） この調達は，ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるものである。

（２） 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

（３） 入札保証金

免除

（４） 契約保証金

契約保証金の額は，契約金額の１０分の１以上とする。

（５） 入札公告等の要件に該当しなくなった場合の取扱い

開札後落札決定までの間に次に掲げるいずれかの事由に該当することとなったときは，当該入札を無

効とする。

① 本工事に係る入札参加資格を満たさないこととなったとき

② 一般競争入札参加申請書またはその他の提出書類に虚偽の事項を記載したことが明らかとなったとき

③ 仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１０月３１日市長決裁）別表に掲げる措置要件に該当

したとき

（６） 無効の入札

次のいずれかに該当する入札は，無効とする。

① 入札参加有資格者以外の者のした入札

② 一の入札について同一の者がした二以上の入札

③ 入札者の会社名，入札者氏名のないまたは判然としない入札

④ 金額その他重要事項の記載が不明確な入札

⑤ 入札金額を訂正している入札

⑥ 所定の日時まで到達しなかった入札

⑦ 配達証明付き書留郵便以外の方法による入札

⑧ 入札金額に対応した積算内訳書が同封されていない入札

⑨ 積算内訳書に対応した工事費構成費目内訳書が同封されていない入札

⑩ 入札金額に対応した評価値申告書が同封されていない入札

⑪ 簡易な施工計画書を提出しない者がした入札

⑫ 本市の指定する場所において設計図書等を複写していない者のした入札
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⑬ 明らかに不正によると認められる入札

⑭ 入札が真正なものであることが確認できない入札

⑮ その他入札に関する条件に違反した入札

（７） 落札者の決定

  落札者は，下記により決定する。

① 次に掲げる要件をすべて満たす者のうち，下記②「総合評価の方法」によって得られた数値（以下

「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とする。

ア 入札金額が予定価格の制限の範囲内にあること。

イ 入札に係る性能等が，入札公告，入札説明書及び総合評価に関する説明書において明らかにした技

術要件のうち，必須とされた項目の最低限の技術的要件を全て満たしていること。

ウ 低入札価格調査要綱第６条に規定する低入札価格調査及び第６条の２に規定する特別重点調査にお

いて，契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認められること。

② 総合評価の方法

ア 入札公告，入札説明書及び総合評価に関する説明書に記載された内容を全て満たす場合に限り標準

点として 100 点を付与する。また，下記の評価項目について，入札者の評価値申告書及び簡易な施工

計画書（以下「技術提案等」という。）に基づく評価点を加算点として付与する。本工事の加算点の

最高得点は 30点とする。評価基準は，総合評価に関する説明書による。

なお，技術提案等に関して，必要に応じて入札者からヒアリングを行う。

評価視点 評価項目
加算点

配点

簡易な

施工計画
施工上特に配慮が必要とされる条件や課題に関する技術的所見 20

企業の

施工能力
ａ 過去 10 ヶ年度及び現年度における同種工事の施工実績

10配置予定技術

者の能力
ｂ 過去 10 ヶ年度及び現年度における同種工事の施工実績

品質管理等 ｃ 品質管理システム等の認証取得状況

      加 算 点 合 計 30

イ 評価値は，上記アにより得られた標準点と加算点の合計を，当該入札者の入札金額で除して得られ

た数値とする。

          技術評価点（標準点＋加算点）
    評価値＝
              入札金額

③ 評価値の最も高い者が２者以上あるときは，当該入札者にくじを引かせて落札候補者を定めるものと

する。この場合において，当該入札者のうち出席しない者またはくじを引かない者があるときは，当該

入札執行事務に関係のない本市職員にこれに代わってくじを引かせ落札候補者を決定する。

④ 落札候補者の入札参加資格及び技術提案等の審査手続き

  落札候補者は，下記の書類を持参または配達証明付き書留郵便により提出しなければならない。

・入札参加資格確認資料等

   ・総合評価に関する説明書で規定する技術資料等

⑤ 上記の提出書類（以下「資格審査書類等」という。）の提出先は，上記３(1)の場所に同じ。
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提出期限は，落札候補者決定通知書を受け取った日から２日以内（土・日曜日及び祝日を除

く。）とする。

⑥ 落札者は，落札候補者の提出した資格審査書類等を審査し，決定する。

⑦ 審査の結果，当該落札候補者に入札参加資格がないときは無効とし，次順位の評価値の者を落札候補

者として，同様の審査を行い落札者を決定する。

⑧ 落札候補者が資格審査書類等を提出期限内に提出しないとき，または資格審査書類等の審査のための

指示に応じないときは，当該落札候補者のした入札は，入札参加資格のない者のした入札とみなし無効

とする。

⑨ 到達した資格審査書類等は，本市において修正等を求めた場合以外は，差し替えることができ

ない。

⑩ 総合評価の審査結果及び落札決定の通知

    総合評価の審査結果及び落札決定については，次により通知する。

   ア 落札者については，落札決定後速やかに落札決定通知書により郵便で通知する。

   イ 落札者以外の入札参加者については，落札決定後速やかに総合評価結果通知書により郵便で通知す

る。

⑪ 落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があったときは，速やかに落

札者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金額並びに当該請求者が落札者とされなかった理由

（当該請求を行った入札書の入札が無効とされた場合においては，無効とされた理

由）を当該請求を行った入札者に書面により通知するものとする。

⑫ 落札者が，規則第１４条で定める期日まで，契約書の取り交わしをしないときは，落札の決定を取り

消す。

（８） 契約書作成の要否

     要

（９） 一般競争入札参加資格者名簿に登載されていない者の参加

上記２に掲げる一般競争入札参加資格者名簿に登載されていない者が競争に参加するためには開札の

時までに当該一般競争入札参加資格者名簿に登載され，かつ，本工事の競争入札参加資格の認定を受け

なければならない。

（10） 本工事に関連する他の工事の請負契約を，本工事の請負契約の相手方と随意契約により締結す

る予定の有無

    無

（11） 詳細は入札説明書による。

５ Ｓｕｍｍａｒｙ

（１）Ｓｕｂｊｅｃｔ ｍａｔｔｅｒ ｏｆ ｔｈｅ ｃｏｎｔｒａｃｔ：

Ｓｅｎｄａｉ Ｃｉｔｙ Ｈａｌｌ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ｐｈａｓｅ １， Ａｉｒ ｃｏｎｄｉｔｉｏｎｉｎｇ Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ

Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ

（２）Ｔｈｅ ｃｌｏｓｉｎｇ ｄａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎ

ｏｆ ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ ｆｏｒｍｓ ａｎｄ ａｔｔａｃｈｅｄ

ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ ｆｏｒ ｔｈｅ ｑｕａｌｉｆｉｃａｔｉｏｎ

ｃｏｎｆｉｒｍａｔｉｏｎ（ｏｎｌｙ ｂｙ ｐｏｓｔ）１３．Ｄｅｃｅｍｂｅｒ，２０２３

（３）Ｔｈｅ ｄａｔｅ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ

ｔｅｎｄｅｒｓ（ｏｎｌｙ ｂｙ ｐｏｓｔ）：２２．Ｊａｎｕａｒｙ，２０２４

（４）Ｔｈｅ ｄａｔｅ ｏｆ ｂｉｄ ｏｐｅｎｉｎｇ：

１１：００ ＡＭ，２３．Ｊａｎｕａｒｙ，２０２４

（５）Ａ ｃｏｎｔａｃｔ ｐｏｉｎｔ ｗｈｅｒｅ ｔｅｎｄｅｒ ｄｏｃｕｍｅｎｔｓ

ａｒｅ ａｖａｉｌａｂｌｅ：
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Ｃｏｎｔｒａｃｔ Ｓｅｃｔｉｏｎ，Ｆｉｎａｎｃｅ Ｂｕｒｅａｕ，

Ｓｅｎｄａｉ Ｃｉｔｙ Ｈａｌｌ， ３－７－１,Ｋｏｋｕｂｕｎｃｈｏ，

Ａｏｂａ－ｋｕ Ｓｅｎｄａｉ ９８０－８６７１ Ｊａｐａｎ

Ｔｅｌ：０２２－２１４－８１２５


